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１ 北海道について
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その先の、道へ、北海道

〇 人口５３４万人（うち札幌市１９５万人）

〇 １７９市町村（札幌市含め）
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資料提供（一社）北海道広告業協会

１４都府県が入る大きさ
１４の教育局でカバー
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H30年度

小 学 校 243,509
中 学 校 126,985

高等学校 125,168

小学校：S34年度 810,298

中学校：S37年度 420,565

高等学校：S41年度
277,475

児童生徒数の推移（国立・公立・私立）
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H27 H28 H29

全国 2.1% 2.1% 2.0%

北海道 7.3% 7.2% 7.0%

〇 ５学級以下の中学校の割合が多い

H27 H28 H29

全国 20.3% 20.0% 20.0%

北海道 35.0% 34.9% 34.6%

出典：学校基本調査

〇 １学年３学級以下の公立高校が１０１校
（４６.９%）

〇 複式学級の割合が多い（小学校）
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小学校 1,038

中学校 577

高等学校 229

特別支援学校 70

〇 設置状況 中学校が１校のみ：94自治体（53.0%）
小学校が１校のみ：41自治体（22.9%）

小学校：S35年度 2,338

中学校：S37年度 1,332

高校：S63年度 288 特別支援学校：
H30年度 70

公立学校数の推移・学級数の状況
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本道の教育の方向性
(『北海道教育推進計画』平成３０年度～平成３４年度)

【教育推進計画の重点】

１ ふるさとを想い、グローバルな視野で共に生きる力の育成

２ 学校・家庭・地域・行政の連携による､人口減少に対応するための教育環境の形成

【教育推進計画の基本理念】 「自立」と「共生」

【教育推進計画の目標】

１ 社会で活きる力の育成
２ 豊かな人間性の育成
３ 健やかな体の育成

４ 学びを支える家庭・地域との連携・協働の推進
５ 学びをつなぐ学校づくりの実現
６ 学びを活かす地域社会の実現
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【今後の取組の方向性】
① 学校教育の一層の充実
■ 小中学校
・ どこに住んでいるかに関わらず、子どもたちの教育環境の充実が図られるよ
う、学校、家庭、地域が一体となった教育やICTを活用した教育を推進します。

・ 児童生徒が多様な教職員や児童生徒とかかわる機会を増やす観点から義務教
育９年間を見通して児童生徒を育成する中高一貫教育などを支援します。

・ ふるさとへの愛着や誇りを育み、地域社会の一員としてまちづくりにかかわ
り、ふるさとに生きる自覚を育む教育を進めます。

本道における人口減少問題に対する取組指針
（平成２７年３月策定）

【課題】
・ 小中学校については、地域ごとの人口等の状況にかかわらず、全ての子どもた
ちが、基礎的な学力や健全な心身、望ましい生活習慣を身につけることができる
環境づくりが必要であり、また、少子化による児童生徒数の減少に伴う学校の小
規模化への対応や、将来、子どもたちが地域に戻り、地域を支える人材を育成す
る観点などから取り組みを進める必要があります。

※小中学校関係部分抜粋
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２ 道教委による施策について
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小・中学校の適正規模・適正配置等
に関する指導・助言

２－１
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○平成１９年７月
道教委において、「公立小・中学校における標準的な
学校規模の考え方」を策定

○平成２７年１月
文部科学省が「公立小学校・中学校の適正規模・適正配

置等に関する手引き」を策定

○平成２７年５月
文部科学省が作成した手引きを活用するための資料

「北海道における少子化に対応した活力ある学校づくり
について」を作成

取組内容
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13

主な内容

北海道における少子化に対応した活力ある学校づくりについて

１ 国の「手引」を適切に活用するためのチェックリスト
及びフローチャート

２ 市町村における検討・取組に対する国や道の支援策

３ 市町村が検討・取組を行う際に参考となる事例

４ 参考資料

http://www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/gky/tebikihokkaidover.htm
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14

チェックリスト（抜粋）
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「学校統合を選択しない理由」がない場合 統合困難な事情あり

 以下を検討
　・小規模校のメリット最大化策
　・小規模校のデメリット緩和策

 以下を検討
　・学校統合の適否に関する合意形成
  ・魅力ある学校づくり
　・統合により生じる課題への対応

【小学校】

６学級
の場合

１～５学級
の場合

７～８学級
の場合

９～１１学級
の場合

教育上の課題整理

児童数予測により更なる小規模化や複式発生の可能性等確認

学校統合等により適正規模に近づけることの
適否を速やかに検討

学校統合の適否も
含め今後の教育

環境のあり方を検討

今後の教育環境の
あり方を検討

【中学校】

統合困難な事情あり

 以下を検討
　・小規模校のメリット最大化策
　・小規模校のデメリット緩和策

９～１１学級
の場合

生徒数予測により更なる小規模化や複式発生の可能性等確認

今後の教育環境の
あり方を検討

教育上の課題が
生じているか確認

「学校統合を選択しない理由」がない場合

 以下を検討
　・学校統合の適否に関する合意形成
  ・魅力ある学校づくり
　・統合により生じる課題への対応

教育上の課題整理

学校統合等により適正規模に
近づけることの適否を速やかに検討

学校統合の
適否も含め

今後の教育環境の
あり方を検討

１～２学級
の場合

３学級
の場合

４～５学級
の場合

６～８学級
の場合

フローチャート（抜粋）
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区
分

№
継／

新

問合せ先
（道教委／
教育局）

 　    　１／３

支援の内容

派遣に必要な経費

基本計画等の策定に必要な経費

内容

①
施
設
・
設
備
等 1

継
続

□新増築による公立小中学校の統合事業（公立学校施設整備費負担金） 施設課施設助
成グループ

○　趣旨

　公立の小学校及び中学校を適正な規模にするため統合しようとすることに伴って必要となり、又は統
合したことに伴って必要となった校舎又は屋内運動場の新築又は増築に要する経費の一部を国が負担
することにより、これらの学校の施設の整備を促進し、その教育の円滑な実施を確保する。

○　事業概要

　校舎及び屋内運動場の整備

○　負担割合

・　校舎：１／２(離島・過疎5.5/10)
・　屋内運動場：１／２(過疎5.5/10)

2
継
続

□大規模改造（余裕教室）事業（学校施設環境改善交付金） 施設課施設助
成グループ

○　趣旨

　地域住民にとって最も身近な地域コミュニティの拠点となる学校施設について、少子化に伴い生じてい
る余裕教室を子育て支援施設や高齢者福祉施設に活用するため、必要となる施設整備の一部につい
て補助する。

○　事業概要

・　公立小中学校の余裕教室を、放課後児童クラブ、保育所、児童館、子育て支援センター等の子育て
支援施設やデイサービスセンター等の高齢者福祉施設に転用するために必要となる解体撤去工事
・　転用にあたって必要となる、既存施設の撤去工事及び必要最小限の改修工事

○　算定割合

　　　１／３

4
新
規

□既存施設を活用した学校統廃合に係る補助制度 施設課施設助
成グループ

○　趣旨

　効率的に統廃合を進めていくためには、既存学校施設について長寿命化を図ることも含め、有効活用
していくことも重要となってくることから、既存施設を活用した学校統廃合の整備に係る取組を支援す
る。

○　事業概要

・　既存施設を統合建物として使用するために必要となる一棟全体を長寿命化改良する全面的な改修
工事（全面的改修）
・　既存施設を統合学校建物として使用するために必要となる改修工事（部分的改修）

○　補助率

　１／２

5
新
規

□小中一貫教育に適した学校施設計画・設計プロセス構築支援事業 施設課施設助
成グループ

○　趣旨

　設置者が小中一貫教育に適した学校施設づくりを進めていく際、教職員、保護者、地域住民等の関係
者が参画する委員会等を設置し、小中一貫教育の効果的な実施に資する計画・設計内容を検討してい
くプロセスの構築を支援する。

○　事業概要

事業の内容

アドバイザー派遣

基本計画策定支援

施設課施設助

成グループ
○　趣旨

　学校と地域社会が連携協力することの重要性に鑑み、地域の持つ教育力を活かした学習活動や地域
の生涯学習活動等を実施するための場、また、地域の人々の交流の場などを備えた地域コミュニティの
拠点としての学校施設の整備推進を図る。

○　事業概要

　学校施設の複合化を促進するとともに、地域の生涯学習活動等の拠点となるよう、他の文教施設や
福祉施設等と有機的な連携を図るために必要となる施設の整備

○　算定割合

3
継
続

□地域・学校連携施設整備事業（学校施設環境改善交付金）

２
　
市
町
村
に
お
け
る
検
討
・
取
組
に

　
対
す
る
国
や
道
の
支
援
策

市
町
村
教
育
委
員
会
が
学
校
統
合
の
適
否
や
そ
の
進
め

方
、
又
は
小
規
模
校
を
存
続
す
る
場
合
の
充
実
策
等
を
検
討

し
た
り
取
組
を
行
っ
た
り
す
る
際
に
活
用
可
能
な
文
部
科

学
省
や
北
海
道
に
よ
る
各
種
支
援
策
を
掲
載
し
ま
し
た
。

ま
た
、
一
旦
休
校
と
し
た
学
校
の
再
開
に
関
す
る
相
談
窓

口
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。

国や道の支援策（抜粋）
（１） 活用可能な予算事業等
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３
　
市
町
村
が
検
討
・
取
組
を
行
う
際
に

　
参
考
と
な
る
事
例

学
校
統
合
を
進
め
る
に
あ
た
っ
て
は
、
学
校
統
合
の
ね
ら

い
や
見
通
し
の
明
確
化
、
組
織
体
制
整
備
、
施
設
整
備
計
画

の
作
成
、
住
民
説
明
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
段
階
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
既
存
の
学
校
を
存
続
さ
せ
つ
つ
良
好
な
教
育
環
境

を
確
保
し
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー

ル
や
学
校
支
援
地
域
本
部
の
導
入
に
よ
る
地
域
住
民
の
教
育

参
加
や
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
効
果
的
な
活
用
、
教
員
の
資
質
向
上
の

た
め
の
研
修
な
ど
、
様
々
な
工
夫
が
必
要
で
す
。

道
内
外
で
実
践
さ
れ
て
い
る
各
種
好
事
例
を
紹
介
し
て
い

ま
す
。

市町村が検討・取組を参考となる事例（抜粋）
   （１）　学校統合に関する事例

－ 学校統合に関する事例 －

学校統合を進める場合に必要な検討の段階ごとに好事例を紹介し

ます。

P30～33 学校統合のねらいや見通しを明確に示している事例

P34～37 統合に向けた組織設立の事例

P38～41 施設整備に関する検討の事例

P42～45 住民の理解を促進するための取組事例

P46～49 説明会の事例

P50～53 統合時に小中一貫教育やコミュニティ・スクールを

導入した事例

P54～59 児童生徒の環境変化への対応事例

P60～61 複数市町村による学校の共同設置事例

※ ＨＰアドレスは予告なく変更になる場合があります。

15



参照ＵＲＬ（橋本市教育委員会「中学校統合準備会」）：
http://www.chw.jp/shisei/kyoikuiinkai/news/1380696532170.html

アンケート（抜粋）

部活動設置状況 下校時間

和歌山県橋本市では、地元説明会において、検討状況に加え、児童生徒アンケートの結

果や、部活動の設置状況、下校時間など、検討のために必要と考えられるさまざまな資料

を提示しています。

16



ＩＣＴを活用した取組

２－２

17



１ 子どもたちが適切な情報活用能力を身に付ける
・学習活動を行う上で必要となる情報機器の操作を身に付ける
・膨大な情報の中から、主体的に収集・選択し、工夫して活用する力を身に付ける
・情報社会に主体的に参画し、新たな価値を創造していこうとする姿勢を身に付ける
・将来どのような仕事に就いても求められる「プログラミング的思考」を身に付ける

２ ＩＣＴを活用した「分かる授業づくり」を実施する
・授業でより理解を深めることができるよう、タブレット端末や実物投影機等を活用する
・「主体的・対話的で深い学び」の実現に向け、学びの質を高めるために活用する
・複式授業などの少人数指導において、個別学習を充実するために活用する
・より効果的・効率的に授業を進めるため、デジタル教科書やデジタル教材を活用する
・特別支援教育等における子どもの障がいの状態や特性に応じて適切な指導に活用する

３ 遠隔授業、遠隔研修により、全道の教育の質の向上を図る
・離島や小規模の高校において、ＩＣＴを活用した遠隔授業を実施する
・ビデオ会議システムやWeb会議システムを活用し、授業で遠方の学校や人と交流する
・教員の勤務校や近隣校などで受講できる質の高い遠隔研修を実施する

４ 校務の情報化により、業務の効率化と学校運営の改善を図る
・学校の業務や服務管理上の事務等の管理を標準化し、ＩＣＴの活用で業務の効率化を図る
・ＩＣＴを活用して、教育委員会や学校間で情報を共有し、教員の業務負担を軽減する
・保護者や地域等に対し、ＩＣＴを活用した学校からの積極的な情報発信を推進する
・セキュリティポリシー策定や危機管理意識向上の取組など、情報セキュリティ対策を徹底する

北海道における教育の情報化の目指す姿

北海道における教育の情報化推進指針（Ｈ２９．１２．２０策定）

18 



概要

ｅラーニングシステムを活用した取組

○北海道教委では、地域を問わず学びの機会を提供
することにより、教育の充実・発展を図るため、
千歳科学技術大学との間で、連携協力に係る協定
書を締結。

○本年度から、連携協力事業の一環として、英語と
数学に関するｅラーニングシステムを構築し、希
望する市町村・学校に提供を開始。

○本年１０月現在、２５市町村５３校（小学校16、
中学校36、義務教育学校1）において、主に家庭
学習や放課後学習で活用。

19



遠隔研修の取組

20



広域分散型の本道に対応し
た研修方法が必要

教員研修の課題
研修会場までの移動に時間がかかること
・教員の子どもと向き合う時間が少なくなる
・旅費等のコストがかかる など

21



北海道立教育研究所（道研）における遠隔研修

●単方向
収録した講義を道研から配信する。
→「オンデマンド方式」
（平成15年度から実施）

●双方向
道研と遠方の研修会場を通信回線で結び、
リアルタイムで協議・演習などを行う。
→ビデオ会議システム（いわゆる「遠隔システム方式」）
→ビデオ通話ソフトウェア（いわゆる「Skype方式」）
（平成28年度から実施）
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オンデマンド方式による遠隔研修

・道研が配信した講義をいつでも、

どこでも、何度でも視聴できる。
特 徴

パソコンで視聴
している様子

タブレットで
視聴している
様子
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遠隔システム方式による遠隔研修①

・ハイビジョンカメラや高性能集音マイクを使用で
きるため、 映像や音声がクリアである。

・タイムラグがほとんどない。

特 徴

ハイビジョン
カメラ

受信側の様子を
映し出す小型画面

講師を映し出す
大型画面

資料を
映し出す
スクリーン

送信側（道研） 受信側

ほっかいどう
スクールネット

ハイビジョン
カメラ
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遠隔システム方式による遠隔研修②

（20名程度） （20名程度）

道研

道立学校A

送信側

受信側 受信側

スクールネットで接続

研修会場は各教育局及び道立学校に限定

教育局B

25



Ｓｋｙｐｅ方式による遠隔研修①

・モバイルWi-Fiルーターを使用するため、ほとん
どの学校で実施できる。

・少ない機材で手軽に準備ができる。

特 徴

Webカメラ

送信側を
映し出す
大型画面

Wi-Fi

Webカメラ

送信側（道研） 受信側

26



映像２
「Skype方式」による
「市町村教委連携」研修講座（豊頃町）の様子

Ｓｋｙｐｅ方式による遠隔研修②

（平成29年４月26日（水）実施）

（７名）（19名）

道研

豊頃小 大津小

送信側

受信側 受信側

Wi-Fiで接続

研修会場は制約されない
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今後の遠隔研修の取組について

オンデマンド方式、遠隔システム方式、Skype方式それぞれ

の特性を踏まえ、

①「代替プログラム」の作成

通信等のトラブルが発生したときに、研修会場で代わりに

実施する研修プログラム

② 研修事業へのさらなる導入

28



へき地勤務教職員への研修について

○次年度から、北海道教育大学の

「へき地・小規模校教育研究セ

ンター」と連携し、同センター

が持つ教育リソースや指導・支

援ノウハウを活用した、へき地

学校勤務者を対象とした研修を

実施予定。
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統合型校務支援システムの共同利用の取組について

30



１ 北海道における校務支援システム
導入・共同利用

31



システムの導入・共同利用①

システム導入の目的 ○業務の軽減と効率化 ○教育活動の質の改善

システム共同利用の目的 ○人事異動後も同じ方法での校務処理を可能とし、
人事異動後の校務に係る負担を軽減

Ｈ21～Ｈ23 北海道教育委員会が基本設計を行い、システム開発
○緊急雇用交付金を活用し、事業者（(株)ＨＡＲＰ）に開発を委託
○小・中・高・特の全校種に対応

これまでの経過

※当初は、北海道が道立学校で使用することを想定してシステム開発の検討を開始。
検討の中で、「市町村（小・中）でも使えるようにすれば良いのでは？」となり、
小・中学校への対応を行うこととして、全校種対応のシステムとなったもの。

Ｈ24 道立学校全校及び希望する市町村立学校において運用開始
○初年度は、全ての道立学校(268校)と
42市町村88の市町村立学校(小・中・高)で運用

○北海道電子自治体プラットフォーム（ＨＡＲＰ）を活用
○北海道と導入市町村が共同で、開発事業者とシステム運用業務委託契約
を締結（開発費は北海道が負担しており、導入市町村は運用業務委託費のみ負担）

※運用開始に当たり、北海道が開発したシステムの利用を市町村に打診したものであり、
北海道と市町村の間での「調整」は、ほぼ行われていない。
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システムの導入・共同利用②

Ｈ26 市町村立小・中学校への導入促進策を検討
○システムを高校・特別支援学校向けと小・中学校向けに分離
○小・中学校向けシステムは、ソフトウェアを変更
（独自開発ソフトウェアから民間ソフトウェアへ）

※採用ソフトウェアは、道教委と事業者が協議して決定

○引き続き、北海道電子自治体プラットフォーム（ＨＡＲＰ）を活用

Ｈ27 民間ソフトウェアを活用したシステム（新システム）の効果検証
○４自治体28校で試行導入・効果検証
（校務に係る時間が年間平均116.9時間削減）

○Ｈ24運用開始のシステムを導入している市町村や市町村立小・中学校
に新システムの説明を行い、移行の同意を得る

Ｈ28 小・中学校向け新システムの全面運用開始
○クラウドサービス型
○道教委は新システムを推奨し、各市町村が個別に事業者に
利用申し込み（道教委は契約主体となっていない）

Ｈ25～Ｈ26 市町村立小・中学校への導入が進まず
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→ 道教委推奨のシステムを導入することにより、仕様検討・契約事務などの自治体担当者の負担が
大幅に減少するとともに、導入決定後、短期間での導入・活用が可能

システムの共同利用で実現できること

人事異動に伴う教職員の負担軽減やシステム活用に係る登録作業の軽減

① 人事異動後も同じ校務の方法で処理が可能 → 教職員の人事異動に伴う負担の軽減
② 県費負担教職員の人事異動情報を道教委から事業者に情報提供し、システムに反映 → 市町村の登録作業軽減

※こんなことも可能（市町村間のセキュリティポリシーや運用ルールが調整されている前提ですが・・・）

・進学時（転学時）に、システムに登録されている学籍情報をシステム内で引き継ぐことが可能

自治体担当者の負担軽減につながるとともに、短期間でシステム導入が可能

（想定される事務作業）
・調達仕様書の作成から導入計画 ・運用ルールの策定 ・システム構築
・セキュリティポリシーの策定 ・各種帳票の作成（出席簿、指導要録等）
・ソフトウェアの選定 ・入札、契約事務

① 校務支援システムの導入を検討する場合、通常２～３年は 導入準備期間が必要
② 小規模市町村では、担当職員が少なく、事務担当者の負担が非常に大きい
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H24年度末 H25年度末 H26年度末 H27年度末 H28年度末 H29年度末 H30.10.1 H30年度末

道内学校数 1,508校 1,476校 1,437校 1,408校 1,368校 1,346校 1,318校 1,318校

導入学校数 67校 75校 96校 119校 199校 267校 298校 315校

導 入 率 4.4％ 5.1％ 6.7％ 8.5％ 14.5％ 19.8％ 22.6％ 23.9％

増 減 －
8校

0.7％
21校
1.6％

23校
1.8％

80校
6.0％

68校
5.3％

－
48校
4.1％

導入自治体数 28自治体 30自治体 35自治体 36自治体 40自治体 46自治体 51自治体 55自治体

システム導入状況

市町村立小・中学校等の導入状況

前 の シ ス テ ム
新 シ ス テ ム

新システム効果検証

※札幌市を除く
※H27年度末の導入学校数・導入自治体数には、新システムの効果検証分（28校、４自治体）を含む
※H28以降の数値には義務教育学校を含む
※H30年度末の数値は見込み

→平成２８年度から、小・中学校向けシステムを分離し、新システムに
移行した結果、導入する小・中学校が大きく増えてきている。 35



２ 校務支援システム導入の効果

36



Ｂｅｆｏｒｅ

今までの校務
Ａｆｔｅｒ

システム活用後

64～
221h

効果を
時間換算すると・・・

学級担任１人あたり・・・

活用による軽減効果

システムの活用により軽減された時間数①

年間平均換算116.9 時間

一日あたり29 分

新システムの効果検証
（教職員へのアンケート結果より）

※システム活用状況により、学校間で軽減された時間に差が生じています。
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システムの活用により軽減された時間数②

削減時間

116.9時間

29分
１日あたり

機 能 時間数幅 平均時間

指導要録
様式１
様式２

18.5～57.2
2.6～33.7
9.5～26.1

33.5
14.8
18.7

出席簿 4.5～21.0 14.7

通知表 19.3～76.3 48.2

グループウェア 0.0～62.7 17.0

その他 0.3～12.2 3.5

総計 64～221 116.9

指導要録
33.5h

グループ
ウェア

17.0h

通知表
48.2h

出席簿
14.7h

＜内訳＞
様式１
14.8h

様式２
18.7h

新システムの効果検証
（教職員へのアンケート結果より）
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位 時間外勤務（持ち帰りを含む）の減少
２位 授業準備（教材研究）にかける時間の増加
３位 子どもと向き合う時間の増加

軽減された時間で改善されたもの

教育の質の向上

学校経営の改善と効率化

教職員のゆとり確保

新システムの効果検証
（教職員へのアンケート結果より）
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人事施策の取組

２－３
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１ 教員採用候補者選考における「地域枠」の設定

２ 広域人事の促進

３ 離島地域との人事交流の促進

主な内容

教員採用・人事異動による地域の教育水準の維持向上

41



１ 背景
・都市部と郡部の間の人事異動が円滑に進んでいないといった
こともあり、学校や地域によっては教員の年齢構成が隔たる
傾向も見られる。

・日高・宗谷根室の３管内は、
他管内に比べて中堅職員の割合
が低く、転出者も多いことから、
当該管内のいずれかの管内に限っ
て勤務できることを要件とした
受験区分「地域枠」を平成２２年
度実施の教員採用選考検査から
実施。

教員採用候補者選考における「地域枠」について
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２ 受検資格等

※「地域枠」の受検者と登録者数の推移

受検資格 ① ５９歳以下
② 小学校教諭又は中学校教諭（国語、社会、数学、理科、英語）免許状所有
③ 日高・宗谷・根室の３管内のいずれかの管内に限って勤務できること。

（原則として、採用後４年間は、前記以外の管内で勤務するものとする）

選考方法 出願時に、地域に根ざした教育に対する意欲・情熱や志望動機等について、
レポートの提出を要件として、第１次検査における教養検査を免除するほかは、
一般選考の受検者と同様に実施。

募集人員 ① 小学校教諭１５人程度（日高・宗谷・根室管内各５人程度）
② 中学校教諭（国語、社会、数学、理科、英語） 若干名

実施年度 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

受検者数 ６５ ３０ ４４ ３８ ５１ ４７ ３６ ６１

登録者数 １５ １１ １５ １１ １３ １５ １５ ２３

採用者数 １５ １１ １３ １１ １３ １５ １３ ２２
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１ 目的
教職員の全道的な適正配置を推進することにより、地域における学力向上や

生徒指導等の教育課題の改善に取り組み、もって、全道的な教育水準の維持向
上を図ることを目的とする。

２ 実施方法
・他管内において原則３年間勤務し、その後は元の管内に戻るものとする。
・全道１５管内を５地域に区分し当該地域内で平均年齢の高い管内と低い地域
を有する管内との間での異動を基本とする。

・石狩管内にあっては、地域枠を指定した管内との異動も実施する。

３ 制度のねらい
・平均年齢の高い管内の中堅層の教諭が、平均年齢の低い地域を有する管内の
学校に異動し、異動先で教育実践の中核を担った後、元の管内に戻りその経
験を活かすものとする。

・平均年齢の低い地域を有する管内の若年層の教諭が、平均年齢の高い管内の
学校に異動し、異動先で力量を身につけた後、元の管内に戻り力量を発揮す
るものとする。

・広域人事により、学力向上等の様々な教育課題に対応していく。

広域人事の促進について
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【基本的な異動地域】

【基本的なイメージ（小学校の例）】

上川

オホーツク 留萌 宗谷

檜山 渡島 後志 石狩
根室 釧路

十勝

空知

胆振日高

【広域】

平均年齢の高い管内

平均年齢の低い管内

都市部の中堅校

【１２～１８学級】

中堅教諭等資質向上

研修未修了者

授業づくり等を習得

中堅教諭等資質向上

研修修了者（４５歳以下）

授業づくり等を指導

郡部の平均年齢の低い学校

【６学級規模】

広域人事終了後は、人事・給与面で配慮 45



１ 目的
離島に所在する公立小・中学校への人事交流について、全道から希望者を募

集することにより、離島所在校における教員の若年化傾向の改善を図るととも
に、地理的特性から行動範囲が島内に限られがちな児童生徒の教育活動に他管
内・異種学校での多様な経験を生かすことにより、離島所在校における教育活
動のより一層の活性化を図る。

２ 対象者
札幌市立を除く道内の公立小・中学校、義務教育学校、高等学校（市町村立

全日制を除く。）、中等教育学校並びに特別支援学校に勤務し、交流開始日に
おいて初任段階研修を修了した教諭。

３ 交流期間
原則３年（継続を希望する場合は、延長可能）

離島地域との人事交流の促進について

46



○公立学校共済組合北海道支部において、離島へき地に勤務する教職員へ
の支援として、健康診断等の際の交通費や宿泊費の一部を補助。

離島へき地学校勤務者を対象とした福利厚生事業について

事業名 事業の内容

離島へき地勤務者
支援事業

●補助内容
○支部が主催する健診事業の受診、セミナー参加、健康相談、及び市町村が実施する妊婦健診を受診した
際の補助。
①交通費のうち「フェリー運賃」の一部を補助
・補助金額
「フェリー運賃」の２等料金相当額（島民割引券を利用した場合は、その金額）とし、
１回５，０００円を上限とし、その都度補助。

②前泊又は後泊が必要な場合に宿泊料の一部を補助
・補助金額
前泊又は後泊の宿泊料で、５，０００円を上限とし、その都度補助

③移動に要する交通費の一部補助
・補助金額
移動した距離が１００㎞以上２００㎞未満は１，０００円、２００㎞以上は２，０００円を
その都度補助

○支部が主催する健診事業（人間ドック、配偶者人間ドック、脳ドック、婦人がん検診）を希望しても
受診できなかった組合員等が、個人で人間ドック等を受診した際に検査に要する費用、フェリー運賃、
宿泊費、交通費の一部について各年度１回限り補助
・補助金額
検査に要する費用は自己負担の１／２で１５，０００円を上限とし、フェリー運賃等については、
上記補助と同額

47



主な内容

教員加配を活用した取組

１ 中学校免許外教科担任の解消

２ 授業改善推進チーム活用事業

３ 小中一貫教育の推進
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中学校免許外教科担任の解消 (H26～)

■ ねらい
・５学級以下の中学校においては、教員定数が

科目数に満たないことから、免許外教科担任
が多く発生

・人事の工夫だけでは解消困難なため、非常勤
講師や加配を活用した解消策を実施

■ 内容
[非常勤講師の配置]
①免外解消のため、当該免許所有者を配置
②免許所有教員が近隣校を兼務する場合の後補

充者を配置
[正規教員の配置]
・講師確保が困難な地域の学校に教員を加配し、
近隣の複数校を兼務のうえ、学級担任等との
Ｔ・Ｔにより指導

※配置に当たっては、５学級以下の学校に加え、免許外
教科担任が発生する６学級校の一部にも配置

■ 成果・課題
[成果]
・専門性を持った教員の指導により授業への興

味関心が高まり、他教科の学習への取組につ
いても改善が見られた(校長)

・専門教科の指導に専念でき質の高い授業が提
供できた(講師・加配教員)

・複数校指導により研鑽を深められた
(講師・加配教員)

[課題]
・兼務の場合、時間割の調整が困難(校長)
・複数校を兼務するため校務分掌や部活動指導

が制限(校長・加配教員)
・1校の週当たり勤務日数が少なく、生徒理解に

時間を要する(加配教員)

区 分
平 成 28 年 度 平 成 29 年 度 平 成 30 年 度

活用定数 解消校数 活用定数 解消校数 活用定数 解消校数

非常勤講師 (定数崩し ) 6人 50校 6人 52校 6人 54校

正 規 教 員 ( 加 配 ) 18人 54校 20人 58校 29人 85校

計 24人 104校 26人 110校 35人 130校

■ 取組のイメージ

■ 解消校数

■ 免許外教科担任の状況 (５学級以下の中学校（札幌市除く）)

Ｄ校

正規教員の配置による解消

加 配

兼務４ｈ Ｅ校 兼務４ｈ Ｆ校

本務校４ｈ

学校数 許可校数 実施率 家庭 技術 美術 その他 計

H28 205校 191校 93.2% 158件 172件 111件 78件 519件

H29 200校 185校 92.5% 144件 161件 104件 57件 466件

▲14件 ▲11件 ▲ 7件 ▲21件 ▲53件

免外実施率 教科別許可件数
年度

前年度比増減
※５学級以下の中学校の割合(H28) 34.9％（全国20.0％）
※平成30年度については今後調査を実施

加配教員1人
週12h以上指導

■ 解消率

平 成 28 年 度 平 成 29 年 度

解 消 率 ９．２％ １２．２％

※解消率＝解消件数／（免許外許可件数＋解消件数）

兼 務

Ｂ校

後補充講
師
配
置

非常勤講師の配置による解消

Ａ校 Ｃ校
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授業改善推進チーム活用事業 (H27～)

■ 目的
児童の学力向上のため、教科指導における豊富

な経験や実践的指導力を有する加配教員（授業改
善推進教員）２～３名からなるチームが、１週間
を単位として同一の学校に勤務し、集中的なＴ・
Ｔを通して学校全体の授業改善を図る。

■ 取組内容
①本務校・兼務校教員とのＴ・Ｔによる学習
指導（全学級で国語・算数のT・T）

②本務校・兼務校の全教職員との協働による
授業改善（学習規律、ノート指導の徹底等）

③学力向上に向けた授業以外の取組（校内研修
の資料提供や教員との協議等）

■ 成果

■ 配置校数

■ 取組のイメージ

活 用 定 数 チ ー ム 数 ・配 置 校 数

６２人（６３人） ２３チーム・６２校（２２チーム・６３校）

Ａ小学校
Ａ教諭

Ｂ小学校
Ｂ教諭

Ｃ小学校
Ｃ教諭

授業改善推進チーム

Ｃ小学校

Ａ教諭Ｂ教諭

Ｃ教諭

Ａ小学校

Ｂ教諭

Ｂ小学校

Ｃ教諭Ａ教諭

Ｂ教諭

１週目

２週目３週目

１週間単位で同一校に勤務

Ａ教諭

Ｃ教諭

低学年
国算ＴＴ担当

３～６年
算数ＴＴ担当

３～６年
国語ＴＴ担当

市町村教委主催の定例報
告会で、推進教員が作成
した「情報共有シート」
を用いて配置校管理職・
市町村教委･教育局が成果
と課題を共有し、今後の
取組を協議（概ね月１回
開催）

教育局から本庁義務教育
課へ「情報共有シート」
を用いて報告することに
より、進行管理

北海道教育委員会が主
催する、中堅教員を対
象とした「ミドルリー
ダー指導力向上研修
会」に参加

研修の成果を地域に
還元

研 修 会

定例報告会

学校質問紙調査
H27 H30

配置校 全国 配置校 全国

学習規律の徹底をよく行った。 65.1 58.0 67.2 61.8

学力調査の分析結果を学校全体の教
育活動の改善によく活用した。

57.1 40.6 70.5 42.7

模擬授業や事例研究など、実践的な
研修をよく行っている。 59.4 64.1 78.7 63.3

○ 授業改善等に関する項目で改善

（配置校の全国学力・学習状況調査結果H27-H30）
※Ｈ30新規配置校を除く

○ すべての教科で全国の平均正答率との差が縮小

H30（H29）

※ 全国を100としたときの配置校の値

95.1

91.8
93.8

89.6

94.5

97.6

94.5 94.8

90.0

96.4

85.0

90.0

95.0

100.0

国語A 国語B 算数A 算数B 理科

H27 H30
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広域性・人口減少という
特性・課題を踏まえた特色ある教育の推進

２－４
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ふるさと教育の取組

「
北
海
道
」
の
名
付
け
親
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を
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」
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鵬
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十
六

高
田
屋

嘉
兵
衛

北海道の発展に尽くしたふるさとの偉人を学ぶための北海道版道徳教材「きた ものがたり」の作
成・配布
（小学校・中学校で授業に活用）
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郷土に対する理解や愛着、

地域の未来を担う人材を育成するため、自治体や関係機関等と連携しながら、小中
高間の体系的なキャリア教育に取り組む。

次代の親づくりのため
の出前授業の実施～少
子化の現状と課題等を
学習 道と連携して作成した家

庭科副読本の活用～人生
や家族・家庭の学習

子どもダイスキ！プロジェクト

子育てへの理解が深まります。

小中高１２年間を見通し
たキャリア教育の全体計
画を策定

自己の将来や職業を考え
るキャリアノートの作成

地域の特性や教育資源を
生かした取組の実施

地域ダイスキ！プロジェクト

地域の良さや、地域で生活する
ことの意義を理解します。

【小学生を対象にしたロボット作成教室】 【町の未来について語る子ども議会】

郷土で生活することの興味関心が高まります。

地域人材等を活用した
キャリア教育に係る講演
会の実施

家庭や子育てに関する
座談会の開催～高校生
と地域の意見交換

【小学生が社会の仕組みを学ぶキッザニア】 【地域の人を紹介するリーフレット】

【小学生に絵本の読み聞かせ】 【子育てをテーマにした座談会】 【ふれあい体験】
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〇北方領土教育 〇アイヌに関する教育

〇地域の民俗芸能の保存・伝承の推進
【元島民等の語り部による講話】

【北方領土館（標津町）の見学】

【伝統的な踊りの体験】

【松前神楽北海道保存会】
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３ 今後の課題
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H25 H26 H27 H28 H29

小学校男子 47.9 48.5 48.7 49 49.3

小学校女子 47.1 47.7 48.1 48.3 48.6

中学校男子 47.9 47.9 48.2 48.4 48.6

中学校女子 45.8 45.9 46.1 46.5 46.6

44

45

46

47

48

49

50

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

国語Ａ 96.4 98.5 97.3 97.4 98.5 99.2

国語Ｂ 93.9 95.3 96.3 96.9 97.9 96.3

算数Ａ 97.0 97.1 96.1 97.0 98.3 98.0

算数Ｂ 92.5 94.8 94.4 94.3 94.8 94.6

４教科 95.2 96.6 96.2 96.6 97.7 97.2

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

各教科の得点の推移 ｢正答数の少ない層｣に含まれる児童の全国との差

H25 H26 H27 H28 H29 H30

国語Ａ 3.3 1.5 3.7 2.6 1.8 0.2

国語Ｂ 3.5 2.9 3.1 2.8 1.6 1.8

算数Ａ 4.4 4.2 4.6 3.9 2.2 1.4

算数Ｂ 6.0 4.2 3.6 3.6 3.2 2.6

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

◇全国学力・学習状況調査の状況

全国を100とした場合の正答率による比較

◇全国体力・運動能力、運動習慣等調査の状況（全国平均値を50とした場合の値）

全国学力・学習状況等調査結果等
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H29 全国学力・学習状況等調査結果（小学校・管内別）
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○北海道全体では全国平均に近づいているものの依然として全国を下回っている。
特に、道内の各地域（管内）の状況にばらつきがあるため、道内平均と比較して低い管内の学力・体力を底上げが
必要。

○各管内ごとの課題に対応するため、学力向上及び体力向上に関する課題と重点的な改善策をまとめたロードマップを
作成し、解決に向けた取り組みを検討。
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